
令和８年度武蔵村山市自治会集会所省エネ設備導入支援補助金交付要綱
　（目的）
第１条　この要綱は、武蔵村山市内の自治会（以下「自治会」という。）に対し、自治会が所有し、又は管理する集会所の省エネ設備の導入に要する経費について、武蔵村山市自治会集会所省エネ設備導入支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、エネルギー価格高騰の影響を受ける自治会の電気使用量等の低減を促進し、自治会の経済的負担の軽減を図り、もって温室効果ガスの排出量削減に資することを目的とする。
　（補助対象経費）
第２条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める経費とする。
　⑴　ＬＥＤ照明器具交換　ＬＥＤ照明器具の購入、配送及び設置工事並びにＬＥＤ照明器具の購入に伴う既に設置されている照明器具（ＬＥＤ照明器具を除く。以下「既存照明器具」という。）の撤去及び処分に要する経費
　⑵　エアーコンディショナー（以下「エアコン」という。）新設又は交換　エアコンの本体購入、配送及び設置工事並びにエアコンの本体購入に伴う既に設置されているエアコン（以下「既存エアコン」という。）の撤去及びリサイクルに要する経費
２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は、補助対象経費としない。
　⑴　国が所有する集会所に係る前項各号に定める経費
　⑵　東京都が所有する集会所に係る前項第１号に定める経費
　⑶　減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数を経過していない既存エアコンの交換に要する経費
　⑷　延長保証に要する経費
　⑸　消耗品の購入に要する経費
[bookmark: _Hlk229310671]　⑹　照明器具又はエアコンを購入した事業者若しくは店舗又はこれらの者が指定する事業者以外の者が実施する設置工事に要する経費
（補助対象製品）
第３条　補助金の交付の対象となる製品（以下「補助対象製品」という。）は、次に掲げる要件を満たすものとする。
　⑴　事業者から購入した新品であること。
　⑵　エネルギー消費機器の小売の事業を行う者その他その事業活動を通じて一般消費者が行うエネルギーの使用の合理化につき協力を行うことができる事業者が取り組むべき措置（平成１８年８月１８日付け経済産業省告示第２５８号）に基づく多段階評価点（以下「多段階評価点」という。）が２．０以上又は省エネルギーラベルの通年エネルギー消費効率（以下「ＡＰＦ」という。）が５．８以上であり、かつ、目標年度が２０２７年度若しくは２０２９年度となっていること（エアコン新設の場合に限る。）。
　⑶　国、都道府県、市区町村等から同種の補助金の交付を受けていないこと。
　⑷　令和８年４月１日から令和９年２月１５日までの間に購入し、及び設置工事が完了すること。
　（交付額）
第４条　補助金の交付額は、補助対象経費の実支出額の総額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、次の各号に掲げる補助対象経費の区分に応じ、当該各号に定める額をそれぞれ上限額とする。
　⑴　ＬＥＤ照明器具交換　１集会所当たり３００，０００円
　⑵　エアコン新設又は交換　１集会所当たり６００，０００円
２　補助金は、予算の範囲内において交付する。
　（交付の申請等）
第５条　自治会は、補助金の交付を受けようとするときは、市とあらかじめ設置する補助対象製品、設置工事の内容等を協議しなければならない。ただし、令和８年４月１日からこの要綱の施行の日までの間にＬＥＤ照明器具又はエアコンを購入し、及び設置工事が完了したものについては、この限りではない。
２　自治会は、補助金の交付の申請に当たっては、令和８年度武蔵村山市自治会集会所省エネ設備導入支援補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付し、令和８年１２月２５日までに市長に申請しなければならない。
⑴　補助対象経費の内訳が分かる見積書の写し
⑵　補助事業の収支予算書
⑶　第３条第２号に定める要件を満たすことが分かる書類（エアコン新設の場合に限る。）
⑷　既存照明器具又は既存エアコンの設置状況等が分かる写真（エアコン新設の場合は、エアコン設置工事予定箇所の状況等が分かる写真）
⑸　集会所を所有していることが分かる書類の写し（集会所を所有している場合に限る。）
⑹　設置工事に係る集会所の所有者の承諾書等の写し（集会所を賃借等により利用している場合に限る。）
⑺　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
　（交付の決定）
[bookmark: _Hlk241569490]第６条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付が適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、武蔵村山市補助金等交付規則（昭和４８年武蔵村山市規則第２１号。以下「交付規則」という。）第８条に規定する補助金等交付決定通知書（以下「決定通知」という。）により、当該申請をした自治会に通知するものとする。
　（実績報告）
第７条　決定通知を受けた自治会（以下「補助自治会」という。）は、交付規則第１４条の実績報告をするときは、令和８年度武蔵村山市自治会集会所省エネ設備導入支援補助金実績報告書（第２号様式）のほか、次に掲げる書類を提出しなければならない。
⑴　補助対象経費を支出したことが分かる領収書の写し
⑵　補助事業の収支決算書
⑶　ＬＥＤ照明器具又はエアコンの購入及び設置工事が令和８年４月１日から令和９年２月１５日までの間に完了したことが分かる書類
⑷　補助対象製品の設置後の状況等が分かる写真
２　前項の規定による実績報告は、令和９年２月１５日までに市長にしなければならない。
　（額の確定）
第８条　市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、交付すべき補助金の額を確定し、交付規則第１５条に規定する補助金等交付確定通知書により補助自治会へ通知するものとする。
（補助金の支払）
第９条　市長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に補助金を支払うものとする。
２　前項の規定にかかわらず、市長は、当該補助事業の執行上特に必要があると認めるときは、交付規則第１５条の額の確定を通知する前であっても、決定通知に基づく交付額について、補助自治会に概算払をすることができる。この場合においては、その理由を明らかにした書面の提出を受けなければならない。
３　補助金の交付請求等の手続は、この要綱に定めるもののほか、武蔵村山市会計事務規則（昭和５２年武蔵村山市規則第５２号）に定めるところによる。
（補助金の返還）
第１０条　市長は、第８条の規定により補助金の交付の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金を概算払により支払っているときは、当該超える額の補助金について、期限を定めて返還を命ずるものとする。
　（交付の条件）
第１１条　補助金の交付に当たっては、次に掲げる条件を付するものとする。
⑴　補助金は、補助対象経費に充当するものとし、その目的以外に使用しないこと。
⑵　補助事業の会計を明確にした帳簿を備えるとともに、その証拠書類を整備して、少なくとも５年間保存すること。
　⑶　交付規則の定めを遵守すること。
　（委任）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、令和８年６月１０日から施行する。
　　　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和８年１０月１４日から施行する。
　（既に交付決定をした自治会に対する特例）
２　この要綱による改正後の第４条の規定は、この要綱の施行の日前に、この要綱による改正前の第６条の規定により補助金の交付決定を受けた自治会（以下「既交付決定自治会」という。）に係る補助金の交付額についても適用する。この場合において、当該額を変更しようとする既交付決定自治会は、令和８年１０月３０日までに市長が別に定める様式により市長に申請しなければならない。
３　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付額の変更を決定し、決定通知により当該申請をした既交付決定自治会へ通知するものとする。

